
平成19年3月期 個別中間財務諸表の概要

山喜株式会社 大 

本社所在都道府県 大阪府

(URL http://www.e-yamaki.co.jp)

代表取締役社長

宮本 惠史

取締役 管理部門長
小林　淳 ＴＥＬ （06）6764－2211（代表）

決算取締役会開催日 平成18年10月31日 中間配当制度の有無 有

中間配当支払開始日 平成－年－月－日 単元株制度採用の有無 有（１単元100株）

１．18年9月中間期の業績（平成18年4月1日～平成18年9月30日）
（１）経営成績 （百万円未満切捨）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

( ） ( ） ( ）

( ） ( ） ( ）

百万円 ％ 円 銭

（ ）

（ ）

（注） ①期中平均株式数 18年9月中間期 株
17年9月中間期 株
18年3月期 株

②会計処理の方法の変更 無
③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

（2）財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

（注） ①期末発行済株式数 18年9月中間期 株
17年9月中間期 株
18年3月期 株

②期末自己株式数 18年9月中間期 株
17年9月中間期 株
18年3月期 株

２．19年3月期の業績予想 （平成18年4月1日～平成19年3月31日）

百万円 百万円 百万円

(参考）1株当たり予想当期純利益（通期）

３．配当状況

・現金配当 1株当たり配当金（円）

年 間

-

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、
今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。なお、上記予想に関する事項は添付資
料4ページをご参照下さい。

平成18年10月31日

上 場 取 引 所
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1株当たり純資産
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198 51.0

6,457

中間（当期）純利益

7,502

5.5

103

15,426

11,292

総資産

18 年 3 月 期

99

93

11,374

△ 35.2

8,034,931

11,434
11,302

純資産 自己資本比率

50.7

7,427

8,034,986

84

△ 11.5

経常利益

11.0

営業利益

12

163

124

130

△ 4.6

8,034,859

8,034,799

上 場 会 社
コ ー ド 番 号

代 表 者

18年9月中間期

17年9月中間期

18 年 3 月 期

18年9月中間期

100

売上高 経常利益 当期純利益

933

50.7 924

36929

48.6

1 株 当 た り

中間（当期）純利益

11 70

12 34

31.7

３ ５ ９ ８

役 職 名

5,819

売上高

氏 名

役 職 名
氏 名

問合せ先責任者

18年3月期

19年3月期（実績）

19年3月期（予想）

18 年 3 月 期

通   期

18年9月中間期

17年9月中間期

17年9月中間期

銭12 円

14,645

45

8,034,819
8,035,112

5.00

4.00

5.00

期 末

4.00

-

中間期末

0.00

0.00

7,467

11,800 160

14,739
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期別

科目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
％ ％ ％

8,426,473 54.6 7,479,281 51.1 7,654,976 51.9
589,006 595,685 708,875
429,871 344,452 261,590

2,546,981 2,231,816 2,169,318
3,005,257 3,039,999 3,035,797

5,982 9,511 6,812
86,383 89,506 72,712

883,802 648,525 780,671
864,536 515,292 579,230
16,350 5,790 41,316

△ 1,700 △ 1,300 △ 1,350

7,000,440 45.4 7,166,409 48.9 7,084,202 48.1
3,435,387 22.3 3,541,747 24.2 3,482,247 23.6
1,400,040 1,502,017 1,448,816

32,492 36,558 34,376
4,898 6,017 7,199
3,810 1,516 4,591

59,741 61,233 52,858
1,934,404 1,934,404 1,934,404

377,591 2.4 380,605 2.6 378,854 2.6
354,195 354,195 354,195
17,169 20,183 18,432
6,227 6,227 6,227

3,187,462 20.7 3,244,056 22.1 3,223,100 21.9
284,406 324,844 357,819
31,263 31,263 31,263

142,699 142,699 142,699
2,719,763 2,638,770 2,637,709

29,211 35,623 31,486
6,024 2,376 1,248

155,652 161,796 156,284
△ 181,560 △ 93,318 △ 135,411

15,426,914 100.0 14,645,690 100.0 14,739,178 100.0

流 動 資 産

1－1．比較中間貸借対照表

当中間期末 前中間期末 前期末
（単位：千円 千円未満切捨）

（平成18年9月30日現在） （平成17年9月30日現在） （平成18年3月31日現在）

（資産の部）

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
製 品
材 料
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
未 収 入 金

車 両 運 搬 具
器 具 備 品
土 地

そ の 他
貸 倒 引 当 金

建 物
構 築 物

固 定 資 産

資産合計

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用

関 係 会 社 出 資 金

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

そ の 他
貸 倒 引 当 金

借 地 権
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投 資 有 価 証 券
投 資 その 他の 資産

機 械 装 置
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期別

科目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
％ ％ ％

5,848,924 37.9 4,886,711 33.4 4,761,125 32.3
2,145,100 1,699,746 1,813,196
1,632,895 1,208,011 1,100,183
1,210,244 1,711,200 1,567,200

500,000 - -
115,170 67,254 50,252
12,173 12,463 14,665
13,635 623 -
91,643 74,871 94,199
14,709 13,624 13,731
66,000 50,000 60,000
42,000 46,000 44,000
5,352 2,916 3,696

2,075,453 13.5 2,331,141 15.9 2,510,749 17.0
- 500,000 500,000

1,564,696 1,301,700 1,461,500
77,432 83,660 104,359

367,967 367,967 367,967
61,307 73,763 72,872
4,050 4,050 4,050

7,924,377 51.4 7,217,853 49.3 7,271,874 49.3

- - 2,940,997 20.1 2,940,997 20.0
- - 2,946,470 20.1 2,946,470 20.0
- 2,946,470 2,946,470
- - 1,051,202 7.2 1,060,409 7.2
- 130,000 130,000
- 921,202 -
- - 930,409

- - 368,457 2.5 368,457 2.5

- - 122,399 0.8 152,684 1.0

- - △ 1,689 △ 0.0 △ 1,713 △ 0.0

- - 7,427,837 50.7 7,467,304 50.7

- - 14,645,690 100.0 14,739,178 100.0

2,940,997 19.1 - - - -
2,946,470 19.1 - - - -
1,127,437 7.3 - - - -
△ 1,739 △ 0.0 - - - -

7,013,166 45.5 - - -

113,287 0.7 - - - -
7,625 0.0 - - - -

368,457 2.4 - - - -
489,370 3.1 - - - -

7,502,536 48.6 - - - -

15,426,914 100.0 - - - -負債及び純資産合計

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

評価・換算差額等

評価・換算差額等合計

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
土 地 再 評 価 差 額 金

株主資本合計

(純資産の部)

純資産合計

負債及び資本合計

資本合計

株主資本

（平成18年9月30日現在） （平成17年9月30日現在） （平成18年3月31日現在）

（負債の部）

（単位：千円 千円未満切捨）
当中間期末 前中間期末 前期末

流 動 負 債
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金

未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等

一 年 以 内 償 還 社 債

未 払 費 用
預 り 金
賞 与 引 当 金
返 品 調 整 引 当 金
そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金
繰 延 税 金 負 債

社 債

負債合計

（資本の部）

再評価に係る繰延税金負債
退 職 給 付 引 当 金
そ の 他

資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金

自 己 株 式

その他有価証券評価
差 額 金

土地再評価差額金

利 益 準 備 金

当 期 未 処 分 利 益
中 間 未 処 分 利 益

利 益 剰 余 金
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期別

科目 金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比

6,457,804 100.0 5,819,582 100.0 11,292,149 100.0

4,705,652 72.8 4,046,860 69.5 7,962,421 70.5
- - 3,000 0.1 1,000 0.0

2,000 0.0 - - - -

1,754,151 27.2 1,769,722 30.4 3,328,727 29.5

1,629,659 25.3 1,639,159 28.2 3,165,313 28.1

124,492 1.9 130,562 2.2 163,413 1.4

79,913 1.2 117,404 2.0 140,839 1.3

23,802 59,520 39,619

56,111 57,884 101,219

39,647 0.5 49,882 0.8 94,776 0.8
35,568 43,719 82,854

4,078 6,162 11,921

164,758 2.6 198,084 3.4 209,476 1.9

16,670 0.2 4,178 0.1 49,451 0.4

- 66 66

16,670 - 44,495

- 4,112 4,890

79,355 1.2 105,733 1.8 150,291 1.3

- - 2,400
46,100 34,300 76,100

255 - 135
- 1,272 1,496

33,000 - -

- 70,160 70,160

102,072 1.6 96,529 1.7 108,636 1.0

2,905 0.1 2,910 0.1 5,810 0.1

- - △ 368 △ 0.0 △ 368 △ 0.0

99,167 1.5 93,988 1.6 103,195 0.9

838,303 838,303

- △ 11,089 △ 11,089

- 921,202 930,409

受 取 利 息 及 び 配 当 金

役 員 退 職 慰 労 金

関 係 会 社 債 権 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 益

固 定 資 産 除 売 却 損
投 資 有 価 証 券 評 価 損

営 業 外 収 益

至平成18年3月31日至平成18年9月30日

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

売 上 総 利 益

返 品 調 整 引 当 金 繰 入 額

営 業 利 益

1－2．比較中間損益計算書

前期
自平成18年4月  1日

返 品 調 整 引 当 金 戻 入 額

前中間期

法人税、住民税及び事業税

自平成1７年4月  1日

（単位：千円 千円未満切捨）

至平成1７年9月30日
自平成17年4月  1日

当中間期

売 上 高

売 上 原 価

支 払 利 息

中 間 （ 当 期 ）未 処分 利益

前 期 繰 越 利 益

土地再 評価 差額 金取 崩額

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

減 損 損 失

税引前中間（ 当期）純利益

そ の 他

そ の 他

会 員 権 評 価 損

経 常 利 益

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

営 業 外 費 用
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当中間会計期間（自　平成18年4月１日　至　平成18年9月30日）
（単位：千円  千円未満切捨）

株主資本
資本剰余金
資本準備金 利益準備金 繰越利益剰余金

平成18年3月31日残高 2,940,997 2,946,470 130,000 930,409 △ 1,713 6,946,163

中間会計期間中の変動額
　剰余金の配当 △ 32,139 △ 32,139

　自己株の取得 △ 25 △ 25

　中間純利益 99,167 99,167
中間会計期間中の変動額合計 - - - 67,028 △ 25 67,002

平成18年9月30日残高 2,940,997 2,946,470 130,000 997,437 △ 1,739 7,013,166

評価・換算差額等
その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ

損益
土地再評価

差額金

平成18年3月31日残高 152,684 - 368,457 7,467,304

中間会計期間中の変動額
　剰余金の配当 △ 32,139

　自己株の取得 △ 25

　中間純利益 99,167
株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額）

△ 39,396 7,625 - △ 31,770

中間会計期間中の変動額合計 △ 39,396 7,625 - 35,231
平成18年9月30日残高 113,287 7,625 368,457 7,502,536

(注)
1.自己株式に関する事項

株式の種類 前期末株式数 増加 減少 当中間会計期間末
普通株式（千株） 11 0 - 11

純資産合計

1－3．中間株主資本等変動計算書

資本金
利益剰余金

自己株式 株主資本合計
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1．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券

子会社株式 … 移動平均法による原価法
その他有価証券
   時価のあるもの … 中間期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により
　                           処理し、売却原価は移動平均法により算定）
   時価のないもの … 移動平均法による原価法

（2）デリバティブ取引
時価法

（3）たな卸資産
総平均法による低価法

2．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産　…　定率法。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法

             と同一の基準によっております。
（2）無形固定資産　…　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく

             定額法

3．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給見込額のうち当中間会計期間負担額を計上しておりま
す。

（3）返品調整引当金
中間期末日後の返品損失に備えて過年度の返品実績に基づき、返品損失の見込額を計上しており
ます。

（4）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。
なお、会計基準変更時差異については、５年による按分額を費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による定
額法により、発生年度の翌期から費用処理しております。

4．ﾍｯｼﾞ会計の方法

（1）ﾍｯｼﾞ会計の方法

為替予約については、繰延ﾍｯｼﾞ処理によっております。

また、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しております。

（2）ﾍｯｼﾞ手段とﾍｯｼﾞ対象

(ﾍｯｼﾞ手段) (ﾍｯｼﾞ対象)

為替予約 外貨建予定取引

金利スワップ 借入金の利息

（3）ﾍｯｼﾞ方針

主に商品の輸入取引に係る為替の変動ﾘｽｸをﾍｯｼﾞする目的で為替予約取引を利用することとしており、

１年を超える長期契約は行わない方針であります。また、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金

利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っております。

（4）ﾍｯｼﾞの有効性評価の方法

為替予約取引については、ﾍｯｼﾞ手段の想定元本とﾍｯｼﾞ対象に関する重要な条件が同一であり、かつ

ﾍｯｼﾞ開始時及びその後も継続して為替変動が相殺されていることを確認することにより、有効性の評価

を行っております。また、金利スワップについては、特例処理の用件を満たしておりますので、有効性の

評価を省略しております。

（5）その他

為替予約取引の契約は企画業務部の依頼に基づき、財経部が取引の実行及び管理を行っております。

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項
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5.その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
消費税等の処理方法

税抜方式によっております。

6．「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等」及び「自己株式及び準備金の額の減少等に関
する会計基準等の一部改正」

（貸借対照表に関する注記事項）
当中間期末 前中間期末 前期末

1．有形固定資産減価償却累計額 2,988,934 千円 2,905,320 千円 2,935,230 千円
2．受取手形割引高 257,389 千円 327,680 千円 318,521 千円
3．保証債務 262,356 千円 510,621 千円 460,400 千円

当中間会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成
17年12月9日　企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用
指針」（企業会計基準委員会　平成17年12月9日　企業会計基準適用指針第８号）並びに改正後の「自己
株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」（企業会計基準委員会　最終改正平成18年8月11日
企業会計基準第1号）及び「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針」（企業会
計基準委員会　最終改正平成18年8月11日　企業会計基準適用指針第2号）を適用しております。これに
よる損益への影響はありません。なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は、7,494,911千円であ
ります。また、前中間会計期間において「資産の部（又は負債の部）」に表示しておりました繰延ヘッジ損
失（または繰延ヘッジ利益）」は、当中間会計期間から税効果調整後の金額を「評価・換算差額等」の内訳
項目の「繰延ヘッジ損益」として表示しております。前中間会計期間の繰延ヘッジ利益について、当中間
会計期間と同様の方法によった場合の金額は、1,643千円であります。
　中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間における中間財務諸表は、改正後の中間財務諸
表等規則により作成しております。
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